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１．東京電力グループの取組み

２．カーボンニュートラルに向けた手段
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2022.08 技術統括室

出典：第四次総合特別事業計画におけるカーボンニュートラルへの取組

• 東京電力グループは、重要な経営課題として地球温暖化対策に取り組んできたが、世界
的な潮流を捉え、カーボンニュートラルを軸としたビジネスモデルへ大胆に変革

• ゼロエミッション電源の開発とエネルギー需要の更なる電化促進の両輪で取り組み、社会の
みなさまとともにカーボンニュートラルの実現に貢献

東京電力グループの2050カーボンニュートラル宣言
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当社の事業方針2030年に向けた目標

2022.08 技術統括室

出典：東京電力グループ 長期的な安定供給とカーボンニュートラルの両立に向けた事業構造変革について
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資金・戦略投資に関する方針

• グリーンイノベーション基金、グリーンボンド、トランジションファイナンス等の新たな資金調
達手段も活用し、事業構造変革につながる戦略投資・設備投資・技術開発に資金リ
ソースを優先的に配分していきます。

• アライアンスによる事業見直し・拡大ならびに自律的な資金調達を確保し、四次総特
でお示しした「2030年度までに最大3兆円」の3倍以上の投資を目指します。

出典：東京電力グループ 長期的な安定供給とカーボンニュートラルの両立に向けた事業構造変革について

2022.08 技術統括室
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需要に関する方針 地産地消型システム構築に向けたビジネスモデル変革

• 「貯めて使う」地産地消型システムを推進するため、これまでの電気(kWh)の販売事業から
、お客さまに密着した設備サービス事業にビジネスモデルの軸を大胆にシフトしていきます。

• また、お客さま設備から生み出されるエネルギー資源を集めて、需給調整・環境価値取引など
のニーズに応えられるようアグリゲーション事業を展開します。さらに、これらの新たな事業を社
会・コミュニティ等の「まち」単位で、面的に拡大していく取り組みも進めます。

• こうした新たな事業展開により、強靱かつ柔軟な新たな電力システムの構築を目指します。

2022.08 技術統括室

出典：東京電力グループ 長期的な安定供給とカーボンニュートラルの両立に向けた事業構造変革について
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当該スライドはご説明用に作成したもので東京電力HDの意見を代表するものではありません。 2022.08 技術統括室

１．東京電力グループの取組み

２．カーボンニュートラルに向けた手段
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• 2020 年10月、菅義偉前首相は臨時国会冒頭の所信表明演説で、「2050 年カーボン
ニュートラル」を宣言。

• 2021年12月、岸田首相は第207回国会冒頭の所信表明演説にて、電化と水素化を含
めたクリーンエネルギー戦略の策定について言及

日本政府、2050年カーボンニュートラルを宣言

出典:第207回国会における岸田内閣総理大臣所信表明演説 首相官邸ホームページ 2021年12月6日

当該スライドはご説明用に作成したもので東京電力HDの意見を代表するものではありません。 2022.08 技術統括室
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• 需要サイドで消費している化石燃料が日本の最終エネルギー消費の70%を占める

出典:EDMCエネルギー経済統計要覧 2020より作成

エネルギー消費の７割強を占める需要サイドでの化石燃料の直接消費

当該スライドはご説明用に作成したもので東京電力HDの意見を代表するものではありません。 2022.08 技術統括室
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カーボンニュートラルの鍵は「電化」と「電源の非化石化」

• カーボンニュートラルの実現には化石燃料直接利用を電気利用へ代替していくことが重要。
• 給湯等の熱源のヒートポンプ化や、輸送部門の動力の電動化など、電化と非化石電源のか

け算で脱炭素化を加速。

当該スライドはご説明用に作成したもので東京電力HDの意見を代表するものではありません。 2022.08 技術統括室
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出典:経済産業省 第８回エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化評価検討会資料より作成
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自然体で電化率の向上に期待するのは難しい
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出典：EDMCエネルギー経済統計要覧2017より作成

→化石燃料
長期エネルギー需給見通しの電化率:28％程度

• 過去20年間で最終消費に占める電化率は5.3ポイント上昇したが、仮に今後、この2倍の
ペースで電化が進んだとしても2050年では45%(+19ポイント)。化石燃料が50％残る。

• 民生用需要には既存の電化技術が存在する。実装を促進することが必要。

当該スライドはご説明用に作成したもので東京電力HDの意見を代表するものではありません。 2022.08 技術統括室
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• 家庭部門については、空気の熱を利用するヒートポンプなどの暖房・給湯機器が
製品化されており、住宅もZEH（Zero Energy House）が商用化されている。

• 国・自治体の政策と事業者側の工夫により普及加速を図ることが必要。

出典：資源エネルギー庁エネルギー白書2020より

暖房、給湯、厨房で脱炭素化余地が高い

住宅・建築物での取組み：暖房・給湯など熱需要の脱化石燃料化

【住宅のエネルギー消費内訳】

当該スライドはご説明用に作成したもので東京電力HDの意見を代表するものではありません。 2022.08 技術統括室
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ヒートポンプ給湯機(エコキュート)

ヒートポンプエアコン
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• 英国では2019年に諮問機関が新設建物でのガス管接続規制を提言し、2020年のエネ
ルギー白書で明文化。代替策としてヒートポンプの導入促進

諮問機関の提案（2019年） エネルギー白書（2020年）

出典：UK housing:Fit for the future? 英Committee on Crimate Change(2019) Energy White Paper(2020)

＜参考＞海外の天然ガス利用規制の事例

当該スライドはご説明用に作成したもので東京電力HDの意見を代表するものではありません。 2022.08 技術統括室
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当該スライドはご説明用に作成したもので東京電力HDの意見を代表するものではありません。 2022.08 技術統括室

P2G実証場所

工場

水素 CO2フリー蒸気
PEM型

水電解装置
水素ボイラー

電気

• 山梨県米倉山で｢電力での水素製造｣と｢安全な水素貯蔵･輸送｣の技術開発から、「水素
ボイラによる熱利用」まで一貫して行う（Power to Gas：P2G）実証事業を実施中

• 電化が技術的に困難な産業分野を対象に水素を燃料としたサプライチェーンの構築

産業での取組み：グリーン水素：電気から燃料を造るパラダイムシフト
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当該スライドはご説明用に作成したもので東京電力HDの意見を代表するものではありません。 2022.08 技術統括室

• 電気と熱のカーボンニュートラルなエネルギーシステムを構築し工場で造られる製品のグリーン
化が必要。

• その実現に向け、設備の導入から運用までのバリューチェーンを一体的に取組むカーボンニュー
トラル工場モデルの社会実装が不可欠。

産業での取組み スコープ3を踏まえたものづくり

カーボンニュートラル製造プロセス

グリーン電力

スコープ3をクリアし
たグリーンプロダクツ

グリーン水素
(水素ボイラ・水素バーナー)

CESに盛り込まれた生産工程の
カーボンニュートラル化

出典：UCCホームページより作成出典：クリーンエネルギー戦略 中間整理 2022年5月13日
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当該スライドはご説明用に作成したもので東京電力HDの意見を代表するものではありません。 2022.08 技術統括室

• IMO(国際海事機関)は2050年までに舶用燃料のCO2排出量を５０％削減を宣言

• 舶用のエネルギーは脱化石燃料化や電動化が加速

EVタンカー「あさひ」

運輸での取組み：船舶のカーボンニュートラル化

国交省は3月に国際海運の脱炭素化に向けた
ロードマップを策定
• 水素・アンモニア系とカーボンリサイクルメタン系

Ammonia Fuel Bulk Tanker Image

内航船ではEV船が実用化
• 川崎港で給電ステーションから供給された電気を

エネルギーとして運航
• 船員不足を電動・自動化で補う
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エリアでの取組み：エネルギーの地産地消の推進

• これからのカーボンニュートラルには需要側の取組みが大事。
• これまで：FITを使った都市部への再エネ電力供給モデル→これから：地域でEVや効率的

な電化設備を実装し再エネ電気を近接の需要場所で利用する地産地消モデル。

当該スライドはご説明用に作成したもので東京電力HDの意見を代表するものではありません。 2022.08 技術統括室

電力ネットワーク

再生可能エネルギー

これから：地域でCO2フリーのエネルギーを地産地消

化石燃料

天然ガス・石油・火力発電由来電気

従来：エリア外から化石燃料を調達

ボイラー
輸入

電動ヒートポンプ

域外 域内

ガソリン自動車

域内域外
エリア外の依存を低下

電動車両

発電と需要の近接化

化石燃料を使わない機器の導入

PtoG
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需要場所その１
トレーニングセンター

需要場所その2
ゴルフ場

再エネを活用した地産池消モデル (千葉県 リソルの森)

• 再エネ電気（PV）、電線（自営線・自己託送）、電化設備（EV・ヒートポンプ）
を組み合わせることで、地域の化石燃料消費を抑制。

• 既存の技術を分散設置することで構築可能。

エリアでの取組み：地産地消に向けたエネルギーシステム

東電PG配電線 自己託送
架空3.0km

自営線
地中1.0km

非FIT太陽光発電

(メガソーラー)

当該スライドはご説明用に作成したもので東京電力HDの意見を代表するものではありません。 2022.08 技術統括室
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エネルギーレジリエンスの取組み

需要家

救済負荷（使い慣れた電気機器）

対策①
引込みの多重化

対策②
系統が停電した時は自営線でバックアップ

対策③ 構内自家発・バッテリーによる自衛措置
対策④ 非常時は簡単に切り替えられる構内配線

対策⑤
非常時専用設備にせず平常時に使い慣れた機器を活かす（電動化・電化）

系統電力 敷地外の自家発電設備

自家発電 ＥＶバッテリー

• レジリエンス向上のため、これまでの供給サイドの対策に加え、需要サイドの対策拡大が重要。
さらに、平常時・非常時一体の対策も重要

• 電化すれば系統電力でも自家発電でもバッテリーでも、対策は電気の確保だけ

当該スライドはご説明用に作成したもので東京電力HDの意見を代表するものではありません。 2022.08 技術統括室
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次世代のまちづくり

当該スライドはご説明用に作成したもので東京電力HDの意見を代表するものではありません。 2022.08 技術統括室

• 地域の再生可能エネルギーを最大限活用した自立・分散型

• エネルギーシステムを実装し、地域全体のカーボンニュートラル化・防災性能を強
化することで、エリア価値の向上
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まちづくりとデジタル化

当該スライドはご説明用に作成したもので東京電力HDの意見を代表するものではありません。 2022.08 技術統括室

• 大量に導入される自立分散システムはデジタルによってコントロール

• データを活用したCO2の見える化などによってカーボンニュートラルの実効性を高
める
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• 道路と再エネ・情報・交通・水資源等のインフラ融合により、地域の活力があふれる循環型エ
コシステムの構築

上下分離

維持管理・運用・多機能化

所有・計画・公権力行使

インフラライン

災害復旧の早いインフラライン

地域循環共生圏型の再エネネットワーク

創エネ道路、EV充電・シェア

コミュニティの創出

スマートシティ化
維持費低減・高機能化

新時代のインフラとして期待される道路

当該スライドはご説明用に作成したもので東京電力HDの意見を代表するものではありません。 2022.08 技術統括室
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当該スライドはご説明用に作成したもので東京電力HDの意見を代表するものではありません。 2022.08 技術統括室

省エネ法・建築物省エネ法の施行にあたって

出典：「第36回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会」経済産業省2021年12月24日

• 2022年に省エネ法・建築物省エネ法が改正
• 施行に向けては2030年時点での再エネ発電の見通しを織り込んだエネルギー原単位制度

の導入が望ましい。需要側から供給側にカーボンニュートラルのエネルギーをリクエストすること
で、再エネ発電の導入加速が可能。

• また再エネ導入量の計画と実績の差異がわかり、導入目標達成に向けた追加対策等が講じ
やすくなる
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• ゼロエミッション化で抑制される化石燃料の費用を原資に需要の高度化への投資を拡大

化石燃料依存体質から産業構造変革に向けた資金循環

17兆円

石油
9.5兆円

ガス
4.6兆円

石炭
3.0兆円

石油業界
20兆円

電力業界
20兆円
内数

FIT2兆円

ガス業界
5兆円

45兆円

国内エネ市場 環境投資

18兆円

財務省貿易統計2019企業売上額概算

エネルギー環境マーケット

63兆円

石油
6.3兆円

12兆円

ガス
3.0兆円
石炭

2.5兆円

石油業界
14兆円

ガス業界
3.5兆円

40兆円

28兆円

長期需給見通しから試算

エネ輸入額 国内エネ市場 環境投資

日本再興戦略
2016

エネルギー環境マーケット

68兆円現在 2030年

エネ輸入額

日本再興戦略
2016

投資増

10兆円

電力業界
22兆円
内数

FIT4兆円

▲５兆円

輸入減

▲５兆円

バリ協定前提

当該スライドはご説明用に作成したもので東京電力HDの意見を代表するものではありません。 2022.08 技術統括室
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まとめ

カーボンニュートラルに向けて；

• 最終エネルギー消費の70%を占める化石燃料の直接
消費の削減が必要

• 需要の電化と電源の非化石化の掛け算

• 住宅・建築物部門は既存技術の実装を推進

• 産業部門・運輸部門は技術開発へのチャレンジ

• 既存設備改修に留まることなく、カーボンニュートラルに
向けた投資・社会実装で経済成長へ。

当該スライドはご説明用に作成したもので東京電力HDの意見を代表するものではありません。 2022.08 技術統括室

「カーボンニュートラル実行戦略」
(2021年3月発刊)

以 上


